
軽度の要介護高齢者に対する定期的な運動指導の効果

The effectiveness of instructed routine exercise for the elderly 
persons requiring support

SUMMARY

　　The purpose of this study is to examine the effectiveness of introducing an instructed routine exercise 

program（originally designed for the frail elderly）to improve the physical, social, and psychological well-

being（measured by motor function, the level of activities of daily living, and willingness to exercise, 

respectively）of elderly persons requiring support. The participants were five elderly people between the 

ages of 69 to 91, who were requiring support or long-term care up to level 2, and all of them were users 

of Outpatient or In-Home Long-Term Care Support Facility A in M Prefecture. They took the instructed 

exercise once a week, and had 12 sessions in total.for 12 weeks Before they had the first exercise session, 

and after the last session, body measurements（body height, weight, BMI, and left and right thigh front 

muscles）and motor function measurements（grip, chair sitting and standing time, one-leg standing time 

with eyes open, functional reach, and angles of plantar and dorsal flexion）were carried out. The results 

showed no significant changes in the participants’ body measurements and motor function, and it was 

confirmed that disuse muscle atrophy and deterioration of motor function were prevented. When the 

results were looked into individually, four participants out of five increased mass of left and right thigh 

front muscles, and expanded angles of plantar and dorsal flexion, reduced chair sitting and standing time. 

It was suggested from the results that if the instructed exercise program is offered more frequently, not 

only maintenance but also improvement of motor function of the elderly persons requiring support can be 

expected.

　　The results also suggest that when an instructed routine exercise program is offered to elderly 
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Ⅰ　緒言

　わが国は、急速に高齢化が進んでおり、2000年に

全人口の６人に１人であった高齢者数は、2025年に

は全人口の３人に１人となる、と予測されている。

2013年現在、日本人の平均寿命は、男性79.44歳、

女性85.90歳であり、世界有数の長寿国でもある１）。

このように高齢化が進んでいくなかで、人は「何歳

まで生きたか」ということよりも、「何歳まで心身

ともに自立した生活を送ることができたか」、すな

わち人生の「長さ」よりも「質」が重要視されるよ

うになってきた。高齢者の「生活の質（Quality of 

Life　以下 QOL）」を維持あるいは向上させていく

ためには、その人の生きている時間のなかで、要

介護状態の期間を最小限にする２）３）こと、すなわ

ち「健康寿命」をできる限り延伸することが重要で

あり、政府は第２次健康日本21の主な目標のひとつ

に、「平成34年までに健康寿命を延伸させ、平均寿

命の増加分を上回る健康寿命とする」ことを掲げて

いる４）。

　現在の要介護認定制度を適用して、高齢者が要支

援となった原因をみてみると、「関節疾患」「高齢

による衰弱」「転倒・骨折」が上位を占めている５）。

このことはすなわち、わが国の高齢者たちが、廃用

性の機能低下をきたすような疾患や状態が重きを占

めている状況におかれている、と捉えることができ

る。現代社会においては、自然環境や生活環境の急

激な変化によって、多くの国民が身体の活動不足

に陥りやすく、高齢者の場合は特に、加齢に関連

した運動機能の低下に伴って身体活動量が減少す

persons requiring support whose general level of physical activity is limited and who are not familiar with 

exercising, such persons need even more support than self-reliant elderly persons to maintain and improve 

their willingness to exercise. 

Key words　　the elderly persons requiring support, instructed exercise, measurement of motor function

要　　旨

　本研究の目的は、軽度の要介護高齢者に対して、虚弱高齢者向け運動プログラムを定期的に指導することに

よって、身体的（運動機能）、社会的（日常生活活動量）、心理的（運動意欲）な効果について検討することで

あった。対象は、Ｍ県内の通所介護・居宅介護支援施設Ａを利用している要支援から要介護２に該当する69歳

～91歳の高齢者５名であり、12週間、全12回、週１回の頻度で運動指導を行った。運動指導前後で、形態計測

（身長、体重、BMI、左右の大腿前部の筋厚）と運動機能測定（握力、椅子座り立ち時間、開眼片足立ち時間、

ファンクショナルリーチ、足関節底・背屈角度）を実施した結果、対象者の形態及び運動機能測定値に有意な

変化は認められず、廃用性の筋萎縮や運動機能低下を防げることが確認された。個別にみると、５名中４名に

左右の大腿前部における筋厚の増加と足関節底屈・背屈角度の拡大、椅子座り立ち時間の短縮がみられたこと

から、運動指導の頻度と期間をさらに増やせば、日常での身体活動量が少ない軽度の要介護高齢者の運動機能

維持だけでなく、機能向上も期待できる可能性が示唆された。

　さらに、身体活動量が少なく、運動に不慣れな軽度の要介護高齢者に対して、定期的な運動指導をおこなう

際には、自立した高齢者以上に運動に対する意欲を維持・向上させるための支援が必要であることが示唆され

た。

キーワード　　要介護高齢者、運動指導、運動機能測定
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る６）−８）、と言われている。介護を必要とする高齢

者の場合、これに加えて、疾患やそれに伴う機能障

害のために、自立した高齢者よりもさらに身体活動

量の不足がおこると考えられる。身体活動量の不足

は、運動機能の低下の度合いを大きくし、それに

伴って生活機能の低下、自信の低下、社会性の低下

をきたす９）と考えられる。これに対しては、日常

生活において、積極的に身体活動量を増やすことに

よって、要支援、要介護に至る原因である体力の低

下や廃用性の機能低下を減少させることができると

いうことが明らかになっている。本研究を実施した

2005年７月時点において、わが国の自立した高齢者

は、市町村主催の転倒予防教室等で積極的に身体活

動量を増やす機会が与えられているものの、要支援

～要介護１といった軽度の要介護高齢者（以下、軽

度の要介護高齢者）に対しては、積極的に身体活動

量を増やす機会が十分に与えられていなかった。し

かし、2006年４月からの介護保険制度改正によっ

て、要介護区分の改正がおこなわれ、改正後区分で

「要支援１」「要支援２」に該当する高齢者（改正前

の区分では、要支援、要介護１に該当する高齢者）

に対して、新たな介護予防給付サービスの提供が開

始され、そのメニューに「筋力向上」が取り入れら

れた。また、地域支援事業においては、まだ要支

援・要介護状態にはなっていないが移行する恐れが

高い65歳以上の高齢者にむけた二次予防事業が開始

され、「口腔機能向上」「栄養改善」とともに「運動

機能向上」のための取り組みが開始されるなど、廃

用性の機能低下に対する予防策が強化されるかたち

となった。

　一方、政府は2012年４月に施行された介護保険法

改正で「地域包括ケア」にかかる規定の創設（介護

保険法　第５条　第３項）をおこない、団塊の世代

が75歳以上となる2025年をめどに、各地域で、それ

ぞれの地域の実情にあった地域包括ケアシステムの

構築を目指す方針を固めた。さらに、従来の介護予

防給付サービスについて、今後は住民主体の取り組

み等を積極的に活用しながら、柔軟かつ効率的に

サービス提供できるよう、受け皿を確保しながら新

たな地域包括推進事業（仮称）に段階的に移行さ

せていくべきである10）としている。しかしこれは、

市町村によってこれらの要支援高齢者が受けられる

サービスが一律でなくなり、彼らが必要なときに必

要なサービスを受けることができなくなる恐れがあ

ることを意味する。運動機能向上のための取り組み

でいえば、これまで実施していた運動を継続してい

くことができない要支援高齢者が現れる危険性があ

る。要支援高齢者の平均年齢は80歳を越えているこ

とや、今後わが国では、後期高齢者のさらなる増加

が予測されていること、さらに要支援高齢者は虚弱

であり、わずかなケガや体調の変化によって、容易

に要介護状態へ移行しやすい人たちであること等を

考えると、国の施策転換による悪影響が危惧され

る。したがって、今後各市町村では、地域の実情や

限られた資源のなかで、要支援高齢者に対し、運動

をはじめとした介護予防のための取り組みを継続し

て実施していけるような具体的な方策を考え、実現

させていかねばならない。

　本研究は、介護保険関連施設において介護予防給

付サービスの提供が開始する以前の2005年に、軽度

の要介護高齢者（2013年９月現在の要介護区分で

は、要支援１、２あるいは要介護１に該当する高齢

者たち）に対して虚弱な高齢者向け運動プログラム

の定期的な指導を行い、身体的（運動機能）、社会

的（日常生活活動量）、心理的（運動意欲）な効果

について検討したものである。対象者は自ら望んで

運動に参加してきたわけではなく、運動の必要性に

ついて高齢者本人はもちろん介護職員でさえも、当

時はまだ十分な認識がなかったため、介入に当たっ

ては多くの配慮が必要であった。今後、各市町村に

要支援高齢者に対する地域包括ケアシステムの構築

が求められるとすれば、高齢者の心身のレディネス

を考慮した取り組みを早急に始めなければならない

だろう。本研究で試みた運動介入の方法とその成果

は、地域における高齢者支援を進める際の１つの参

考資料になり得ると考えられる。
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Ⅱ　研究方法

１．対象者
　Ｍ県Ｙ市の通所介護・居宅介護支援施設Ａを利用

している要支援～要介護２＊の高齢者のうち、本人

と家族の同意および主治医の許可が得られた69歳～

91歳の高齢者５名（男性１名、女性４名）であっ

た。ただし、要介護区分は2005年７月７日時点のも

のである。

２．研究期間
　2005年７月７日～９月24日

３．研究実施場所
　Ｍ県Ｙ市の通所介護・居宅介護支援施設Ａ（以

下、デイサービスＡ）の機能訓練室および談話室

４．運動指導内容
　予め、下肢筋力トレーニングおよびバランス能力

トレーニングを中心とした虚弱高齢者向け運動プロ

グラム11）を作成し、12週間、週１回の頻度（全12

回）で運動指導を行った。運動プログラム実施の前

後にはウォーミングアップとクーリングダウンを取

り入れた。詳細については表１に示す。なお、運動

プログラム作成と実際の指導にあたっては、運動生

理学を専門とする研究者のスーパーバイズを受け

た。なお、安全に運動指導を実施するために、毎回

運動指導前には血圧測定や体調の確認をおこない、

運動を実施して良い状況かどうかについて、アセス

メントをおこなった。運動指導中および運動指導後

も観察を行い、対象者の体調の変化に細心の注意を

はらった。運動指導時の室温管理、運動指導後の水

分補給や休息時間の確保もおこなった。また、転倒

防止にも留意した。（表１）

表１　運動プログラムの内容（No.1） 表１　運動プログラムの内容（No.2）
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５．運動指導に当たっての配慮
　軽度の要介護高齢者の体調は変化しやすく、天候

の影響なども受けやすい。体調の変化にともなっ

て、運動への参加の意思も変わりやすいため、継続

して参加してもらうために、対象者ひとりひとりに

参加の意志を毎回確認し、希望があれば見学や部分

的な参加も認めた。また、強い疲労感は運動に対す

る意欲の低下を招くため、運動中の対象者の動きや

表情を詳細に観察し、状況にあわせて実施内容を微

調整した。なお、本研究では対象者が週１回の運動

を受け入れ、継続して参加できることを最優先と

し、先行研究12）で行なわれているような自己学習

課題は課さなかった。

６．測定・調査項目
１）基本属性
　対象者の年齢、性別、要介護度、現在治療中の疾

患と既往歴の有無、介護保険サービスの利用状況、

家族構成などについて、施設内の個人ファイルより

情報収集した。

２）形態計測
①身長、体重、BMI

　 　体重は BC-118D（タニタ社製）を用いて測定

した。

②左右の大腿四頭筋厚13）

　 　超音波診断装置 SSD-500（ALOKA 社製）を用

いて測定した。

３）運動機能測定
　本研究では、軽度の要介護高齢者でも測定が可能

で、かつ特殊な機械を必要とせず、簡単に実施でき

る以下の５項目を評価項目とした。

①握力14）

　 　握力はデジタル握力計を用いて、左右交互に

２回ずつ測定し、それぞれ良い方の値の平均値

（kg 未満は四捨五入）を記録した。

②椅子座り立ち時間15）（脚筋力の評価）

　 　椅子座り立ち時間は、普通の椅子の前に立った

姿勢から連続して座り、立つ動作を10回繰り返す

のに要した時間（100分の１秒まで）を記録した。

③開眼片足立ち時間14）（静的バランス評価）

　 　開眼片足立ちは、開眼した状態のまま片足で立

位が保持可能な時間を測定し、左右あわせて２回

実施して良い方の値を記録した。

④ファンクショナルリーチ15）（動的バランス評価）

　 　ファンクショナルリーチは、一方の上腕を前方

に肩の高さまで挙上し、上体を前傾させて第３中

手骨の動いた距離を２回測定し、結果の良い方の

値を記録した。

⑤足関節柔軟性15）

　 　下腿部が床に垂直になるように椅子に座り、角

度計を用いて左右の足関節の底屈、背屈の角度を

測定した。

表１　運動プログラムの内容（No.3）
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４）日常生活活動の調査
　定期的な運動指導の実施によって、対象者の日常

生活活動に変化があったのかどうかについて把握す

るために、聞き取りをおこなった。質問は、①みん

なで運動をするようになって、毎日の生活のなかで

楽になった動作はありますか？　②みんなで運動を

するようになって、１日の過ごし方は変わりました

か？　③みんなで運動をするようになって、体調や

気持ちの変化がありましたか？　④みんなで運動を

するようになって、家族や友人など周囲の人から変

わったと言われたことはありますか？の４項目であ

る。また、対象者の日常生活における身体活動量

を把握するため、歩数計（YAMASA 社製　DIGI-

WALKER EM-180）を用いて、１週間の歩数調査

を実施した。なお、運動時における対象者の実施状

況や反応について、毎回記録に残した。

７．統計処理
　形態および運動機能測定値における平均値の運動

指導前後の比較については、対応のあるｔ検定を行

なった。統計量は平均値±標準偏差で示し、有意水

準は危険率５％未満とした。これらのデータ解析に

は、SPSS Ver. 11.5J for Windows を使用した。

Ⅲ　倫理的配慮

　対象者とその家族に対して、研究の趣旨、プライ

バシーの保護、安全性への配慮、対象者の権利（協

力を拒否する権利と途中で辞退する権利）と本研究

に参加することの利点を書面および口頭にて説明

し、研究に参加することに同意を得た。また、対象

者それぞれの主治医より運動指導実施の許可を得

た。なお、本研究は著者らが以前所属していた三重

県立看護大学研究倫理審査委員会の承認を得た上で

実施した。

Ⅳ　結果

　対象者の特徴を表２に示した。運動指導期間中、

脱落した者はいなかった。平均年齢（年齢±標準偏

差）は78.0±8.9歳、平均要介護度（要介護度±標準

偏差）は、1.0±0.71である。既往歴を含めた主な疾

患（重複あり）は、高血圧症２名、脳梗塞後遺症２

名、糖尿病１名、サルコイドーシス１名であった。

（表２）

ID １ ２ ３ ４ ５

年齢（歳） 83 75 69 91 72

性別 女 女 女 女 男

介護度 要介護１ 要支援１ 要介護１ 要介護１ 要介護２

身長（cm） 148.6 144.0 155.8 137.2 160.8

体重（Kg） 61.8 31.2 66.6 31.5 75.7

現病歴 高血圧症
脂質異常症

サルコイ　
　ドーシス

高血圧症
糖尿病

既往歴 脳挫傷 脳梗塞

表２　対象者の特性
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２．形態・運動機能の変化について
　対象者の形態・運動機能測定値の平均値に、運動

指導の前後で有意な変化は認められなかった。（表

４、５）個別の変化をみた場合、５名中４名に左右

１ ．本研究の対象者における運動指導前の運動機能
レベルについて

　本研究の対象者の運動機能測定項目における初期

値と、同年代の70歳以上の高齢者の平均値の比較を

の大腿前部の筋厚の増加と、足関節底背屈角度の拡

大と椅子座り立ち時間の短縮が認められた。（表４

と５　図１～３）

表３に示した。握力、開眼片足立ち時間、椅子座り

立ち時間、足関節底背屈角度は、同年代の平均値よ

りも低値であった15）16）。またファンクショナルリー

チの平均値は、10.9cm であった。

項目 運動指導前
平均値

同年代の
平均値

握力（kg） 14.6 男性：35.2　女性：21.9
開眼片足立ち時間（秒） 3.4 男性：56.9　女性：50.2
椅子座り立ち時間（秒） 34.0 男性：10.0　女性：16.0
右足関節底屈（度） 20.5

男性：49.0　女性：60.0
左足関節底屈（度） 24.0 
右足関節背屈（度） 26.0 

男性：15.0　女性：21.0
左足関節背屈（度） 33.0 

注１：握力、開眼片足立ち時間は、文部科学省22）の資料に基づく。値は75～79歳の平均値を示している。
注２：椅子座り立ち時間は、福永ら21）の資料に基づく。値は75～79歳の平均値を示している。
注３：  足関節底背屈角度は、福永21）らの資料に基づく。男性は75～70歳の平均値を、女性は70 ～ 75歳の

平均値を示している。

項目 運動指導前
平均値±SD

運動指導後
平均値±SD 有意差

体重（kg） 53.4±20.7 52.6±20.3 n.s

BMI 23.3±　6.8 23.0±　6.6 n.s

右大腿前部筋厚（mm） 27.2±10.7 28.8±　9.1 n.s

左大腿前部筋厚（mm） 28.4±12.4 29.6±10.4 n.s

（n.s：not significant）　

表３　本研究の対象者と同年代の高齢者における運動機能測定項目　平均値の比較

表４　運動指導前後の形態計測値の比較 N=5　　
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項目 運動指導前
平均値±SD

運動指導後
平均値±SD 有意差

握力（kg） 14.6±　6.8 12.6±　7.3 n.s

開眼片足立ち時間（秒） 　3.4±　2.8 　6.4±10.5 n.s

ファンクショナルリーチ（cm） 10.9±10.2 12.1±　8.0 n.s

椅子座り立ち時間（秒） 34.0±13.7 29.6±19.9 n.s

右足関節底屈（度） 20.5±　9.1 28.0±10.4 n.s

左足関節底屈（度） 24.0±　9.6 30.0±　9.4 n.s

右足関節背屈（度） 26.0±　6.5 33.5±11.4 n.s

左足関節背屈（度） 33.0±10.4 40.0±10.6 n.s

（n.s：not significant）　

表５　運動指導前後の運動機能測定（体力測定）値の比較

図２−①　運動指導前後の右大腿前部の筋厚の変化 図２−②　運動指導前後の左大腿前部の筋厚の変化

図１　運動指導前後の椅子座り立ち時間の変化
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３．日常生活活動の変化について
　12週間の運動指導の結果、対象者は「みんなで運

動をするようになって楽になった動作はあります

か？」という質問に対し、５名中４名が「ある」と

回答した。その具体的な内容は、「立ち上がりの動

作が楽になった」「長い間歩いても疲れなくなった」

「足の運びがしやすくなった」などであった。さら

に、「毎日の生活に変化がありましたか」という質

問に対して、５名中３名が「変化があった」と回答

した。その具体的な内容は、「掃除をする頻度が多

くなった」「買い物を長い時間するようになった」

「物事に対して集中力が出てきた」であった。また、

歩数調査の結果は対象者５名のうち４名が測定可能

であり、１日の平均歩数は786歩であった。

４．運動に対する意欲の変化について
　対象者は、デイサービスＡを利用する日以外は、

ほとんど家の中で過ごしており、日常生活における

身体活動量が少なく、かつ脚筋力・バランス能力・

柔軟性など高齢者の介護予防に必要とされている運

動機能が低い集団であった。また、運動の必要性に

ついて知識を持っていても、実践方法を知らないた

めに運動習慣を持っていない者や、「もう歳だから、

今から運動なんてしても仕方がない」と諦めている

者、「こんな歳になって、運動なんてできない」と

自信を失くしている者など、運動に対する意欲が低

い集団であった。しかし、運動指導を受けていくう

ちに熱心に参加し、質問するようになり、積極的に

運動に取り組むようになった。また「今日は、運動

の日」と動きやすい服装で来る者や、何時から運動

を始めるのかと気にする者がでてくるなど、対象者

が運動を意識するようになった。さらに、運動指導

前は運動機能の測定時に、対象者全員が「こんなこ

とはもう歳だからできない」と諦めていたが、運動

指導後では、「できないかもしれないが、やってみ

る」と実施する、あるいは「もう１回やり直しをし

たい」と再測定を申し出る者がいた。

図３−①　運動指導前後の右足関節底屈角度の変化

図３−②　運動指導前後の左足関節底屈角度の変化

図３−③　運動指導前後の右足関節背屈角度の変化

図３−④　運動指導前後の左足関節背屈角度の変化
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Ⅴ　考察

１ ．本研究の対象者における運動指導前の運動機能
レベルについて

　本研究の対象者の運動機能測定項目における初期

値について、同年代の70歳以上の高齢者の平均値と

比較したところ、握力、開眼片足立ち時間、椅子座

り立ち時間、足関節底背屈角度は、同年代の平均値

よりも低値であった。このことは、本研究の対象者

が同年代の高齢者と比較して運動機能が低い集団

であるということである。また、ファンクショナ

ルリーチの平均値は、10.9cm であった。ファンク

ショナルリーチは転倒リスクと関連があり、測定値

が25cm 以上の高齢者に対し、15cm 未満の高齢者

は、転倒の危険が４倍ある、と報告されており17）、

転倒のリスクも高い集団であるといえる。

２ ．本研究の対象者における形態・運動機能の変化
について

　Lexell ら18）は80歳代の外側広筋の筋線維数は20

歳代に比べて約39％にまで減少し、筋断面積の減少

は速筋線維で起こりやすいと報告し、福永ら19）は、

日本人を対象とした横断的研究において、高齢者で

は大腿前部（大腿四頭筋）および下腿後部（下腿三

頭筋）の筋量が顕著に少なく、20歳代に対する70歳

代の比率は大腿四頭筋で72％、下腿三頭筋で77％で

あると報告している。一方、Akima ら20）は、若年

成人男女10名を対象とした20日間のベッドレスト実

験において、大腿部で７％の筋萎縮が認められたこ

とを報告している。すなわち、筋萎縮は加齢にとも

なって進行するだけでなく、身体の不活動によって

も引き起こされることが明らかであり、高齢者が身

体活動不足に陥ると、筋の萎縮は加速度的に進むと

考えられる。本研究の対象者は、１日の平均歩数が

786歩であり、同年代の自立した70歳以上の男性の

平均歩数が5263歩、女性が4323歩21）、であることと

比較すると非常に少なく、日常生活における身体活

動量が不足している者たちであった。このような高

齢者は、意図的に身体活動量を増やそうとしなけれ

ば、筋は萎縮し、筋力とくに下肢の筋力が低下す

る。その結果、立ち上がりや歩行が困難となり要介

護度が悪化すると推察される。したがって、12週間

の運動指導後に、形態・運動機能測定値の平均値に

有意な変化が認められなかったことは、12週間、身

体の構造や機能を維持していたということであり、

要介護高齢者にみられる廃用性の筋萎縮を防ぐこと

ができたと捉えることができよう。特に、脚筋力や

バランス能力の維持および移動や歩行に重要な大腿

前部の筋萎縮や運動機能低下を防げたことは、重要

な成果であるといえる。

　さらに個別の変化をみると、５名中４名に左右の

大腿前部の筋厚の増加、足関節底背屈角度の拡大お

よび椅子座り立ち時間の短縮が認められた。これ

は、椅子に座ったままの状態で最も簡単に実施でき

る「足関節の底屈・背屈運動」を、運動指導開始当

初から最も長期間実施したためであり、「立ち上が

り動作」については、動きが単純で日常生活のなか

で、よくおこなう動作であることから、その必要性

を説明し、毎回運動指導内容に取り入れたためであ

ろうと考えられる。これらのことから、身体を動か

す機会が少なく、虚弱な高齢者にとって、「足関節

底屈・背屈運動」や「立ち上がり動作」のような運

動プログラムは、簡単かつ日常生活のなかで、いつ

でもどこででも実施できるものであり、長期間継続

して実施していくうえでは有効な内容である可能性

が示唆された。

３ ．本研究の対象者における日常生活活動の変化に
ついて

　本研究の対象者は、運動指導前の時点では、日常

生活のなかで積極的に身体を動かす機会がほとんど

ない者たちであった。12週間の運動指導を実施した

結果、「新しく運動習慣をもった」「継続して運動

をおこなうようなった」「長時間の買い物が可能に

なった」「家事や外出の頻度が増えた」などの日常

生活上の変化が認められ、社会的な効果ももたらさ

れた。これは、毎回の運動の時間を、研究者が一方

的に決定するのではなく、対象者と相談して決定す
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るなど、対象者の主体性を引き出すようかかわった

ことが関連していると考えられる。また、運動以外

の時でも、自宅でひとりでおこなえる実践方法を紹

介したことで、運動の必要性を知識として持ってい

ても、方法を知らないために運動習慣を持っていな

かった者に対して、運動実施を促すことができたと

考えられる。また、介護職員や家族から、「立ち上

がり動作が安定した」「歩行が安定した」などの声

が聞かれた対象者もあり、数値にはあらわれないが

良い変化が認められた。

４ ．本研究の対象者における運動に対する意欲の変
化について

　市町村主催の転倒予防教室に参加している自立し

た高齢者の多くは、運動能力が高く、運動に対して

意欲的である。これに対して、本研究の対象者のよ

うに、日常生活における身体活動量が不足している

軽度の要介護高齢者は、運動能力が低く、かつ疾患

による機能障害をもつ者が多く、運動への意欲は低

い。さらに、介護保険関連施設においては、高齢者

が意図的に身体を動かす機会は、趣味活動やゲーム

等が多く、トレーニングを目的として身体を動かす

経験が少ない。そのため、軽度の要介護高齢者自

身が、積極的に身体を動かす必要性を感じていな

い、あるいは身体を動かそうという気持ちをもって

いない、という状況であった。これは、運動行動変

容の段階の無関心期にあたり、健康づくりの価値観

を無理に押し付けてはいけない時期である22）23）。し

たがって、運動指導を実施する際には、まず対象者

に、運動指導者そのものを受け入れてもらうことが

重要であると考え、本研究による運動指導前から、

対象者と関わる機会を多くもち、信頼関係を築くよ

う努めた。その上で運動に対する意欲が低く、運動

に不慣れな対象者が、継続して参加できるように運

動そのものを受け入れて楽しく参加してもらうため

の工夫をおこなった。具体的には、導入の部分で、

普段対象者全員で行っている手遊びやゲームを取り

入れる、対象者に馴染みの深い童謡や懐かしのメロ

ディーを中心とした高齢者向け運動指導用の音楽

CD（100～110bpm）を用いて、曲にあわせて参加

者全員で歌を歌いながら運動を実施する、あるいは

介護職員やボランティア、対象者の家族など、でき

るだけ多くの人が参加できるよう開放的な雰囲気づ

くりに努める、等である。

　運動行動変容の段階の「実行期」では運動内容の

確認を行なうことで、運動の継続・維持につなげる

ことができると言われている23）が、本研究では運

動指導を開始して４週間が経過した頃より、対象者

が運動に慣れて楽しく取り組めるようになってきた

ことを確認し、運動の動機づけとその効果の実感の

ために、それぞれの運動プログラム内容が日常生活

の場面で、具体的にどのような場面で役立つのか、

日々の指導場面のなかで説明をおこなった。さら

に、対象者の日常生活の中に、運動を取り入れるこ

とができて、今後の継続につなげていくための支援

として、毎回の運動の時間は研究者が一方的に決定

するのではなく、サービス提供中の入浴時間や趣味

活動の予定などを考慮し、介護職員と連携して調整

を図りながら、基本的には対象者に決定してもらう

ことで「自らの意思で運動を実施する」という体制

づくりに努めた。その結果、運動を開始した頃は、

「何をさせられるのか」「自分にできるのか」といっ

た不安や「こんなことをして、何の意味があるの

か」と疑問を訴えていた対象者が、運動の効果や身

体を動かすことの楽しさを実感し、積極的に取り組

むといった心理的な効果ももたらされた。このよう

に、自立した高齢者と比較して明らかに日常生活に

おける身体活動量が少ない軽度の要介護高齢者が、

運動の必要性を理解して積極的に取り組むことは機

能向上を目指すうえで重要である。本研究の対象者

のような、身体活動量が少なく、運動に不慣れな軽

度の要介護高齢者に対して、定期的な運動指導をお

こなう際には、自立した高齢者以上に、運動に対す

る意欲を維持・向上させるための支援が必要である

ということが示唆された。

　また、軽度の要介護高齢者の体調は変化しやす

く、天候の影響なども受けやすい。そして、体調の

変化にともなって、運動への参加の意思も変わりや
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すい。運動プログラムの実施によって他のレクリ

エーションや入浴ができないほど疲れを感じたり、

帰宅してからの家事や用事に支障が出たりすると、

意欲の低下につながり継続は難しくなる。したがっ

て、運動指導実施前、中、後の体調の確認はとくに

重要であると考えた。さらに、提供する運動プログ

ラムの内容は、対象者の動作や表情を良く観察しな

がら、吟味するべきであるし、集団指導をおこなう

際は指導者以外に見守りのスタッフを配置するなど

して、無理をしている対象者がいないか配慮する必

要がある。

５．本研究の限界と今後の課題
　本研究の対象者は少数であり、本研究の知見をそ

のまま軽度の要介護高齢者全般に適用することはで

きない。また、本研究を実施するにあたっては、対

象者の運動に対する意欲の向上を優先する必要性が

あったために、運動指導の頻度が週１回と少なく、

運動指導実施期間も12週間と短期間であったこと、

さらに、対象者数の不足からくる測定値のバラつき

の大きさも関係して、運動機能の有意な向上が認め

られなかった可能性が考えられる。今後は、対象者

数を増やし、対照群を設定した上での比較をおこな

うことが必要である。そして、介入の頻度と期間を

増やすことで、運動機能の維持のみならず向上も期

待できるかもしれない。さらに、本研究から得られ

た成果を専門職種と地域住民が共有し、地域に根付

かせていくための支援について、今後検討していく

必要があると考える。

Ⅵ　結論

　軽度の要介護高齢者に対し、定期的な運動指導を

実施し、以下の結論を得た。

１ ．同世代の高齢者と比較して、身体活動量が少な

く、運動機能の低い高齢者５名に対して、12週

間、週１回の頻度の運動指導を実施した結果、対

象者の下肢筋量及び運動機能を維持することがで

き、身体的な効果を得ることができた。

２ ．対象者の主体性を引き出すようなアプローチお

よび、運動内容と日常生活動作を結びつけられる

ようなアプローチによって、日常生活における活

動範囲や運動習慣が変化するといった社会的な効

果と 運動に対する意欲が向上し積極的に取り組

むといった心理的な効果を得ることができた。

３ ．「足関節底屈・背屈運動」や「立ち上がり動作」

のような運動プログラムは、身体活動量が少なく

運動に不慣れな軽度の要介護高齢者にとって、簡

単かつ、いつでもどこででも実施できるものであ

り、長期間継続して実施していくうえでは有効な

内容である可能性が示唆された。

４ ．本研究の対象のように、体調の変化をきたしや

すく、それに伴って運動への意欲が低下しやす

い、軽度の要介護高齢者に対して、定期的な運動

指導をおこなう際には、自立した高齢者以上に運

動実施前、中、後の観察をおこない、対象者の状

況にあわせた運動プログラムの提供をおこなう必

要があることが示唆された。

５ ．今後は、さらに介入期間と頻度を増やすこと、

対象者の数を増やすこと、対照群を設定し両者の

比較をおこなうこと、さらに本研究から得られた

成果を専門職種と地域住民が共有し、地域に根づ

かせていくための支援方法について、検討してい

くことが課題である。

　なお、本研究は2005年度三重県立看護大学大学院

看護学研究科修士論文に加筆・修正を行なったも

のであり、研究成果の一部は平成18年度 第19回ト

レーニング科学会（2007 滋賀）において発表した。
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